
Ａ

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助額
コロナ交付金

充当額
（年度内遂行実績事業費）

起債額 その他 補助対象外経費

   952,764,190     44,286,260    832,305,000              -     55,983,830     20,189,100

1
保護決定等体制強
化事業 保護課

①新型コロナウイルス感染症の影響による要保護者からの生活保護に関する面接相
談及び保護の決定の件数の増加に対応するため、必要な方へ必要な生活保護が滞り
なく決定されるように、福祉事務所における保護決定等の体制の強化を図る。
②会計年度任用職員報酬
③要保護者等

R3.4.1 R4.3.31 2,956,962 2,217,000 739,962 - - -                        生活保護申請受付に係る事務補助

担当ケースワーカーなどによる新規開始
調査の事務補助を行うことにより、必要な
方へ必要な生活保護が滞りなく決定され
る

申請から14日以内の決定数48件
　新規調査員が担当した対象の申請件数６０件
中、４８件が１４日以内の決定（８割）となり、速や
かに決定することができた。

2
日常生活支援体制
構築事業

障がい福祉
課

①自宅では一人生活することが難しい障害者・障害児への日常生活支援を実施する
協力事業所の確保を行うことで、介護者等が安心して入院または隔離療養できるよう
な支援体制を構築する。
②対象事業所に対する補助金
③補助対象の障害福祉サービスを提供した事業所

R3.4.1 R3.11.25 16,700 - 16,700 - - - 対象事業者へ補助金の交付
障害者自身または同居家族が新型コロ
ナウィルスに感染した際の相談におい
て、受け入れ先が困難となる事例数0件

障害者自身または同居家族が新型コロ
ナウィルスに感染した際の相談におい
て、受け入れ先が困難となる事例数0件

　R3年度障害福祉サービス事業所等からのコロ
ナ発生状況報告集計の結果、在宅サービス利用
者でコロナ陽性となった者は51名、濃厚接触者と
なった者は221名であった。（合計272名）
　うち、同居家族や既存のサービス事業所からの
支援協力が得られなかった陽性者１名に対し、ヘ
ルパーの派遣を行うことができた。

3
公金収納自動化推
進事業 納税課

①新型コロナウイルス感染拡大防止策として、市税等の収納をセルフ化（非対面処理）
できる税公金自動受付機を導入する。
②機器購入および設置初期費用
③本庁舎

R3.4.1 R3.12.13 6,941,000 - 6,941,000 - - - 税公金自動受付機の設置
窓口収納業務による新型コロナウイルス
感染症罹患者（濃厚接触者を含む）の発
生0人

窓口収納業務による新型コロナウイルス
感染症罹患者（濃厚接触者を含む）の発
生0人

　令和4年1月より運用開始。庁舎内銀行窓口と
並行して稼働。銀行窓口時間外の朝8：30～9：00
と夕方16：00～17：15は、公金自動受付機のみで
収納を行い、各課の対面での窓口収納を廃止し
たことにより、収納業務におけるコロナ感染者発
生数０人を達成。
　今後も納期内納付を推奨し、来庁支払の減少
につながるよう周知を図る必要がある。
　稼働実績（自動受付機による収納件数）
 R4.1月～3月で月平均680件の対面収納業務の
減少

4
要支援児童等世帯
支援事業

子育て世代包
括支援セン

ター

①新型コロナウイルス感染症により離職や勤務時間の減少などの影響を受けている要
支援児童等世帯の生活維持を支援するため、特に食にたどり着けない世帯に対し、緊
急かつ一時的に食料を届ける。
②支援世帯に対する扶助費（生活物資支給費）
③要支援児等のいる世帯

R3.4.1 R4.3.25 1,766,240 - 1,766,240 - - - 対象世帯へ物資の支給 対象世帯への支援率100％ 対象世帯への支援率100％

　希望する対象世帯へ100％支援することができ
たが、想定している世帯数には届かなかった為、
周知方法や対象世帯設定方法の再検討等を行
う必要がある。

5
ひとり親世帯等生
活安定給付金
給付事業

こども家庭課

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、児童扶養手当を受給する
ひとり親等の生活の安定を図るため、児童扶養手当受給世帯に対し、支援金を給付す
る。
②ひとり親世帯等への支援金給付に係る扶助費
③ひとり親世帯等

R3.4.1 R3.9.30 10,642,116 - 10,642,116 - - - 対象世帯へ給付金の支給。
国の緊急事態宣言下における、ひとり親
世帯の新型コロナにかかる要因での生活
保護申請0件

国の緊急事態宣言下における、ひとり親
世帯の新型コロナにかかる要因での生活
保護申請0件

　新型コロナウィルス感染症の発生による影響
で、就業環境の影響を特に受けやすいひとり親
家庭に対し市独自の給付金を支給することで、緊
急事態宣言下において生活困窮に陥り生活保護
申請に至る世帯を0件に抑えることができた。
　新型コロナウィルス感染症の影響を受け生活
困窮に陥っているが、国の子育て生活支援特別
給付金や市の給付金対象となっていない世帯に
対する支援体制の構築が課題となっている。
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7 花き応援事業 農政課

①新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、結婚式や葬儀などが縮小したことにより
消費が低迷している花卉農家を応援するため、市内公共施設等へうるま市産の花きを
展示・PRし、花卉の担い手農家の離農防止を図る。
②展示に係る委託料
③市内の花卉小売店等

R3.4.1 R4.3.29 1,557,053 - 1,557,053 - - - PR活動等の実施 花卉の担い手農家35戸の営農継続 花卉の担い手農家35戸の営農継続

　本事業により、計３４回の花卉展示を行うことが
でき、担い手農家35戸の営農継続を達成した。
　一部、イベントの中止等に伴う注文のキャンセ
ル等が発生したが、花卉農家からは売り上げに
繋がったので定期的に実施してほしいなどの声
があった。
　今後は、花卉産地協議会等、関係機関と連携
を密にして、多くの事業者と共に取り組んでいき
たい。

8
農水産業振興支援
事業 産業政策課

①観光客来沖自粛、飲食店の営業自粛、イベント等の中止・延期の影響により、需要
が減少している生産者の事業継続を図るため生産者への販売手数料助成及び消費者
への輸送料助成を行い、農水産物の消費拡大を支援する。
②農水産物購入促進支援に係る委託料
③市内生産者及び消費者

R3.4.1 R4.3.31 19,995,250 - 19,995,250 - - - 
輸送料の補助及び生産者への販売手数
料助成、消費者への輸送料女性

前年比での売上減少率の抑制10%以内 前年比売上上昇率率　約20%

　当該事業において、農家等を支援した結果、う
るま市の公共施設である農水産業振興戦略拠点
施設(うるマルシェ)では、令和2年度のうるま市の
生産者の売上の合計額の約1億3千1百万円に対
し、令和３年度は、約1億５千６百万円となり、約
20%売上が上昇し、成果を達成した。
　令和３年度の事業においては、販売手数料補
助を年度の途中で使いきってしまったので、なる
べく多くの生産者に支援ができるよう、時期や割
合などを検討していく。

9
キャッシュレス化推
進事業

産業政策課

①接触機会が減少するキャッシュレス化を一気に推進するため、地域の経済団体等と
連携した新しい仕組みづくりと取り組みを加速化させるために必要な電子クーポン券を
発行する。
②うるま市商工会へ補助金
③サービス利用者

R3.4.1 R4.3.14 69,357,193 - 69,357,193 - - - 
電子決済システム環境構築及び電子プレ
ミアム券発行

新規登録事業者数20店舗以上

登録事業者の電子決済システム継続利
用率100％

新規登録事業者数39店舗以上

登録事業者の電子決済システム継続利
用率100％

　新規登録事業者数39店舗、　登録事業者の電
子決裁システムの継続利用率100％と目標を達
成し、接触機会の削減に繋がった。
　また、電子プレミアム商品券を域外の方も購入
できる仕組みにすることにより、域外からの集客
にも寄与した。

10
タクシー事業者等
支援事業

産業政策課

①夜間の利用や観光客の落ち込みがあるタクシー等事業者（法人、個人、介護、運転
代行）を支援し、地域交通のインフラとしての役割を継続してもらう為、タクシーチケット
を利用者に配布してタクシー利用を促す。
②タクシーチケット配布等に係る委託料
③市内タクシー及び運転代行事業者

R3.4.1 R4.2.28 28,481,566 - 28,481,566 - - - 対象者へのタクシーチケット交付 対象事業者の事業継続率100％ 対象事業者の事業継続率96％

　コロナ禍の影響を受けている市内事業者及びタ
クシー事業者等を支援するため、加盟店で2000
円以上の支払いを行った方へ、タクシー等で利用
できるチケット（560円分）を配布した。1月上旬か
ら蔓延防止等重点措置が適用され、新年会等で
のチケット利用機会の喪失によりチケット利用率
が68.2％となったが、交通事業への経済波及効
果は21，140，607円となり一定の効果があったと
事業者から評判がされた事業であった。
　また、成果については、支援対象事業者51社
中、49社の事業継続確認ができており、継続率
約96％となっている。

11
中小・小規模事業
者等支援事業

商工労政課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、特に大きな影響を受けた事業者に対し
て、事業継続のために必要な事業全般に広く使える支援金を支給する。
②新型コロナウイルス感染症特別融資貸付等の融資を受けた事業者への助成金（支
援金）
③新型コロナウイルス感染症特別融資貸付等の融資を受けた事業者

R3.4.1 R4.3.24 70,700,000 - 70,700,000 - - - 対象者へ支援金の支給

各種認定を受けた事業者80％以上への
給付支援

給付事業者の支援金事業満足度80％以
上

各種認定を受けた事業者への給付支援
58％

給付事業者の支援金事業満足度85％

　商工会、各金融機関への依頼など周知強化を
行ったが、各種認定を受けた事業者への給付率
は58％であった。しかしながら、満足度目標80％
以上に対して、実績85％となり、一定の効果が
あったと考える。
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令和3年度　うるま市　新型コロナウイルス感染症対応事業　実施状況及び効果検証シート

合計

総事業費
実施内容 成果（可能な限り定量的な数値で表示） 検証・課題等Ｎｏ 所管課

交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

成果目標
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国庫補助額
コロナ交付金

充当額
（年度内遂行実績事業費）

起債額 その他 補助対象外経費

令和3年度　うるま市　新型コロナウイルス感染症対応事業　実施状況及び効果検証シート

総事業費
実施内容 成果（可能な限り定量的な数値で表示） 検証・課題等Ｎｏ 所管課

交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

成果目標

13
観光・物産事業者
支援事業 観光振興課

①新型コロナウィルス感染症の感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けている、
事業者の救済支援として、コロナ感染防止対策（対策機器等の導入）、うるま市の観
光・特産品等の需要拡大キャンペーン（特典付きの宿泊プランの提供・市民限定で体
験商品を特別価格で提供・市の特産品が当たるインスタグラムキャンペーン）、新たな
販路形成（プレゼントキャンペーン・リーフレット制作）を実施し、需要の回復を図るとと
もに、うるま市の観光地としての魅力をPR（キャンペーン告知・国内旅行博の出展）し、
認知度向上・観光誘客拡大を図る。
②うるま市観光物産協会に対する補助金
③市観光物産協会

R3.4.1 R4.3.31 34,999,300 - 34,999,300 - - - 
感染症対策機器の導入支援
PR活動等の実施

観光・物産事業者支援事業　参画事業者
数70社以上

観光・物産事業者支援事業　参画事業者
数86社

　需要拡大キャンペーンとして宿泊事業者13社、
物産事業者40社、体験事業者10社の計63社、コ
ロナ対策機器の導入として宿泊事業者14社、飲
食店9社の計23社の延べ86社の参画で、成果目
標が達成された。
　需要拡大キャンペーンでは、観光客だけでなく
市民もうるま市の良さを知れる機会となった。プ
ロモーションとしては、フォトコンテストやHPでの
画像等のダウンロードページを制作することで、
外部からの魅力発信を促すことができ、国内旅行
博への出展では、自らうるま市をＰＲすることが
出来た。
　コロナ対策機器等の導入を行うことで、店舗側
とお客様の両方の安心・安全な環境を整えること
ができた。

14
観光誘客促進PR事
業

観光振興課

①新型コロナウイルス感染症の終息後の誘客効果を高めると共に、地元産品の新た
な販路形成へ繋げ、地域経済への波及による経営基盤の強化を図るため、5,000人以
上を対象とした県外スポーツイベントでのウェルカム動画の放映と併せて、市産品の
PRを目的とした販促商品を配布を行う。
②プロモーション活動に係る委託料
③市内事業者

R3.4.1 R4.3.22 34,941,500 - 34,941,500 - - - PR活動等の実施

うるま市への来訪意欲の向上（宿泊・体
験・飲食の利用への興味）
（※サンプリングアンケート結果肯定的意
見70％以上）

うるま市への来訪意欲の向上
（サンプリングアンケート結果肯定的意見
89％）

　楽天ゴールデンイーグルスの本拠地である仙
台のスタジアムにて、県外での誘客イベントを1回
行った。当日の観客数は8,170人がいる中、球場
での市産品のPRを目的としたうるまの観光資
源、食、物販を販売し、実質2時間という短時間
の中で、250,187円の売上があがった。また、コロ
ナで打撃を受けた市産品を買取り、スペシャルメ
ニューを提供を行い、408,000円の売上があがっ
た。
　事前のYoutybeプロモーションでは、観光大使
HYを活用した3本の動画を配信。総再生回数が
26.094回（2022年3月時点）あり、コロナ禍後の来
訪動機にも繋がったと考える。
　アンケート調査では「うるま市の認知度65.7%」、
「うるま市に行ってみたい89%」と高い来訪意向が
ある事が分かった。コロナ禍において、物販や食
から、市の独自の魅力と観光誘客に繋がる事業
ができたことは、コロナ後の来訪動機にも繋がっ
たと考える。

15 緊急雇用対策事業 商工労政課

①新型コロナウイルス感染症の影響による雇用情勢の悪化を受け、雇い止めや内定
取り消し、離職を余儀なくされているまたは就職難に直面している市内在住の求職者
の生活基盤の安定化を図るため、会計年度任用職員として雇用する。
②会計年度任用職員報酬
③市内在住者

R3.4.1 R4.3.31 37,076,760 - 37,076,760 - - - 募集活動の実施及び採用選定 雇用者数24名 雇用者数27名

　新型コロナウイルス感染症の影響により雇用情
勢は厳しい状況が続いており、雇用人数は予定
を上回る結果の27名となった。
　本事業の実施により、雇い止めや内定取り消し
にあった市内在住の求職者の生活基盤の安定
化を一部は図ることができたが、今後、継続した
支援の在り方を検討する必要がある。

16
地域ブランディング
事業 産業政策課

①IT関連産業集積のためのプロモーションを再構築し、新たな地域ブランディングを行
うことで、新型コルナウイルス感染症を契機とした社会構造の変革において発生した需
要を積極的に取り込んでいくことを目的とした企業誘致等を図る。
②ブランディングに係る委託料
③県外事業者

R3.4.1 R4.3.31 14,480,852 - 14,480,852 - - - PR活動等の実施及びイベントの開催 うるま市ビジネス環境の認知率20％ うるま市ビジネス環境の認知率約21％

　全国の就業者人口のうち約4000万人（25才～
55才）のうち約21％にあたる860万人へ市のビジ
ネス環境の認知を促す広告周知を行った。
　また、企業誘致に向けたオンライン企業座談会
を開催し事前予約73名当日参加者は36名となっ
た。開催後のアンケートでは、うるま市への進出
に興味がわいたとの回答が約7割を占めるなど
一定の効果があった。
　今後は今年度事業で得られた知見をもとにコロ
ナ禍後の世の中のニーズに適した企業誘致戦略
を展開する。

17
うるま市立小中学
校消毒及び検温等
支援事業

学務課

①子供たちの安全安心の確保と教員の負担軽減を図るため、市内公立学校で行う消
毒作業及び検温作業に係る経費を補助する。
②消毒作業員報酬
③市内公立小中学校

R3.4.1 R4.3.14 31,654,717 - 31,654,717 - - - 消毒・検温作業に係る費用の補助 学校内でのクラスター発生件数0件 学校内でのクラスター発生件数1件

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
ため、うるま市PTA連合会に対し補助金を交付、
各小中学校へ消毒検温作業員を配置した。しか
し学校内でのクラスタ－発生件数が1件あった。
　今後、感染拡大防止の徹底を図り、学校内での
クラスタ－発生件数0件を目指す。

18
感染症対策等支援
事業（小学校）

学務課

（感染症対策等支援事業（小学校））
①学校における感染症対策を強化するため、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応する
事を支援する。
②感染症予防品の調達に係る需用費（消耗品費）
③市内小学校　18校

R3.4.1 R4.3.18 22,652,410 11,326,000 11,326,410 - - - 感染症対策強化に係る補助金の交付 学校内でのクラスター発生件数0件 学校内でのクラスター発生件数0件

　学校における感染症対策を徹底しながら児童
の学びの保障をする体制整備を促進するため、
小学校へ在籍数に応じ予算を配分、支援するこ
とにより、小学校内でのクラスタ－発生件数は0
件であった。

19
感染症対策等支援
事業（中学校）

学務課

（感染症対策等支援事業（中学校））
①学校における感染症対策を強化するため、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応する
事を支援する。
②感染症予防品の調達に係る需用費（消耗品費）
③市内中学校　10校

R3.4.1 R4.3.16 10,879,208 5,439,000 5,440,208 - - - 感染症対策強化に係る補助金の交付 学校内でのクラスター発生件数0件 学校内でのクラスター発生件数1件

　学校における感染症対策を徹底しながら生徒
の学びの保障をする体制整備を促進するため、
中学校へ在籍数に応じ予算を配分、支援した。し
かし中学校内でのクラスタ－発生件数が1件あっ
た。
　今後、感染拡大防止の徹底を図り、学校内での
クラスタ－発生件数0件を目指す。

20
地元食材（品）利用
事業

学校給食セン
ター

①新型コロナウイルス感染症の影響で、生産や流通が減少している地元の学校給食
用食材納入事業者や生産者の利活用を増加させることで支援し、安定的な学校給食
事業が継続を図る。
②食材等の調達に係る需用費（賄材料費）
③市内農産物生産者、加工業者

R3.4.1 R4.3.31 14,999,939 - 14,999,939 - - - 地元食材等購入に係る支援

生産者等の生産意欲向上

アフターコロナを見据えた、持続的な地元
食材（品）利用増

生産者等の生産意欲向上

アフターコロナを見据えた、持続的な地元
食材（品）利用増

　交付金の活用により、生産物の流通が減少し
ている地元生産者及び加工業者28社の利用が
でき、99.9％の執行率であった。
　また、学校休業期間中、学校から要望のあった
登校する児童生徒へ179個の弁当配布ができ
た。
　その結果、生産者、加工業社の生産意欲の向
上が図られ学校給食も充実したものになった。

21
ステイホーム読書
支援・感染症拡大
防止対策事業

図書館

①図書に親しむ機会の維持・確保、在宅で過ごす時間を有意義にし、外出抑制につな
げるため、電子書籍導入する。
②市図書館運営に係る使用料等
③④市民

R3.4.1 R4.3.31 13,616,212 - 13,616,212 - - - 
電子図書館の電子書籍を拡充及び市民へ
のPR活動

電子図書館登録者数3,000人 電子図書館登録者数3,002人

　電子図書館による非来館での利用環境を充実
させたことで、市民サービスの向上につながり、
電子図書館登録者数が3,002人と目標を達成で
きた。
　図書館休館時に行った本の配送サービス「うる
まBOOK便」は、2,205冊・485件の利用があり、
サービスの定着が感じられた。

22
津堅島新型コロナ
ウイルス感染症拡
大予防事業

健康支援課

①医療体制が脆弱な津堅島への新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、平敷屋
旅客待合所において定期船利用者に対し検温業務等を実施する。
②検温作業に係る委託料
③津堅島への渡航者

R3.4.1 R4.3.31 7,359,656 - 7,359,656 - - - 津堅島定期船利用者に対し検温実施
津堅島への新型コロナウイルス感染症予
防及び感染経路の確認

津堅島への新型コロナウイルス感染症予
防及び感染経路の確認

　令和3年4月1日から令和4年3月31日までに乗船者
18,131名に対し検温及び健康確認シートへの記入を実
施し新型コロナウイルス感染症拡大防止に努め津堅島
住民や渡航者への注意喚起に寄与した。
　令和4年1月に津堅島内の介護施設において陽性者
が判明しクラスターが発生（累計25名）したが、津堅島
全体の流行は抑えることができた。



Ａ

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助額
コロナ交付金

充当額
（年度内遂行実績事業費）

起債額 その他 補助対象外経費

令和3年度　うるま市　新型コロナウイルス感染症対応事業　実施状況及び効果検証シート

総事業費
実施内容 成果（可能な限り定量的な数値で表示） 検証・課題等Ｎｏ 所管課

交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

成果目標

23
新型コロナウイルス
感染症PCR検査体
制強化事業

こども政策課

①市内の感染拡大を防ぐため、ドライブスルー方式のPCR検査センターを設置するとと
もに、沖縄県が実施する介護及び障がい関連施設職員向けのPCR検査事業との連
携・強化を図る。
②PCRに係る事務費及び委託料
③県が実施するPCR検査に係る介護・福祉関連事業者等の職員及び市民等

R3.4.20 R4.3.31 33,497,953 - 33,497,953 - - - 沖縄県実施のPCR検査への協力支援
沖縄県が実施するPCR検査のサポート率
100％

沖縄県が実施するPCR検査のサポート率
100％

　ドライブスルー方式のPCR検査では、陽性者を
いち早く特定し、医師や保健所につなぎ必要な指
示をさせることで、陽性者の安全確保及び新型コ
ロナウイルスの感染拡大を一定程度防ぐことが
できた。
　また、県が実施するエッセンシャルワーカー向
けのPCR検査に協力したことで、施設内でのクラ
スターをある程度未然に防ぐことができた。

24
給付金等サポート
事業 商工労政課

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、経済的な影響を受けている事業所へ
の支援策として、国や沖縄県が実施する給付金等の申請手続き等のサポートを行う。
②申請サポートに係る事務費（商工会への補助金）
③市内事業所等

R3.6.17 R4.3.31 5,408,865 - 5,408,865 - - - 申請サポート窓口を開設
サポート件数　1,000件以上

サポートに対しての満足度　90％以上

サポート件数　651件
サポートに対しての満足度　99％

　本事業はR3.7月～R4.2月までの事業期間で
あったが、国の月次支援金がR３．10月分で終了
したことが主な要因となり、サポート件数目標
1,000件以上に対し、実績651件の申請サポートと
なった。
　一方、満足度アンケートについては、結果が
99％だったことから一定程度の効果はあったと考
えられる。

25
通り会等活性化支
援事業 商工労政課

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売上が減少した市内の事業所及び７
（セブン）コミュニティーズ（７通り会）の支援を行い、消費拡大と地域経済の活性化を図
る。
②商工会及び観光物産協会への補助金
③市内事業所等

R3.6.17 R4.3.31 2,500,000 - 2,500,000 - - - 
通り会等の取組に対する補助金交付
スタンプラリーの実施

応募総数900枚以上 応募総数2,970枚

　応募総数目標900枚以上に対し、実績2,970枚
の応募があった。スタンプ総数は、16,474個のス
タンプとなり、8,237,000円の直接効果を創出でき
た。

26
うるま市高齢者等
へのＰＣＲ等検査事
業

介護長寿課

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高齢者等への検査助成事業）
①高齢者入所系施設への新規入所予定者等がＰＣＲ検査を希望した場合、無料で検
査ができる体制を整備することで、高齢者等への新型コロナウイルス感染拡大や重症
化の防止を図る。
②PCR検査に係る委託料
③高齢者入所系施設への新規入所予定者等

R3.6.17 R4.3.31 1,348,500 674,000 674,500 - - - 一定の高齢者等へのPCR検査体制構築
高齢者等への感染拡大を未然に防ぎ、通
所系サービス事業所でのクラスター及び
死亡例を最小限にする

高齢者等への感染拡大を未然に防ぎ、高
齢者入所系施設のクラスター及び死亡例
を最小限にする

　事業の効果を高めるため、通所系サービス事
業所利用者から高齢者入所系施設入所予定者
へと対象を変更し事業を実施した。
　検査で１件の陽性者（無症状者）がみつかり、
早めの感染拡大防止対応につなげた。また、９２
件の陰性確認により、施設への新規入所等に際
して、受検者本人、他の入所者及び施設職員の
安心につながった。

27
学童クラブ等職員
へのＰＣＲ等検査事
業

こども家庭課

①学童クラブ及び児童館に勤める職員のPCR検査を行い、子どもを預かる機能の確保
に努める。
②PCR検査に係る費用の補助
③学童クラブ及び児童館の職員

R3.6.17 R4.3.3 1,011,550 - 1,011,550 - - - 
学童クラブ、児童館職員へのPCR検査体
制構築

学童クラブ等でのクラスター発生の抑制 学童クラブ等でのクラスター発生の抑制

　令和3年7月～9月（3ヵ月　夏休みを含む）にか
けて各学童クラブ及び児童館に勤める職員に対
しPCR検査を実施した。
　8月に1学童で集団的感染が発生したが、他の
学童や児童館の職員間でのクラスター発生は0
件に抑制することができ、学童クラブ及び児童館
を継続して開所することができた。

28
文化施設の感染症
対策環境整備事業

文化財課

（文化施設の感染拡大予防・活動支援環境整備事業）
①感染症対策を行い、来館者の安全と、安心して利用できる施設環境の整備を目的と
し、来館者数の回復を図る。
②資料館改修に係る工事費、感染対策物品購入費
③海の文化資料館、石川歴史民俗資料館

R3.6.17 R4.1.28 16,831,620 7,091,260 7,091,260 - - 2,649,100 
資料館回収工事の実施、感染症対策物品
の購入

施設の来館者数(15,000人以上)の回復
施設の来館者数の回復
(年間見込み15,000人以上)

　空調設備及び物品購入は令和3年1月に完了し
た。整備後の2月以降は来館者の安全とその安
心感を提供でき、感染者数が多いなかでも、家族
連れの利用者が回復しつつある。
　令和3年度の2～3月は、一ヶ月平均約1,300人
の利用となった。なお、令和４年度の４～６月の
一ヶ月平均は、2,000人の利用となっている。

29
路線バス事業者応
援給付事業 都市政策課

①　新型コロナ感染症による緊急事態宣言期間の影響下においても、市民の移動手
段として欠かすことのできない路線バスの維持確保に向け、危機的状況に陥る路線バ
ス事業者に対して支援金を給付する。
②バス事業者支援に係る給付金（応援金）
③うるま市内にバス路線を運航する路線バス事業者

R3.6.1 R3.8.11 4,200,000 - 4,200,000 - - - バス事業者へ支援金の給付 廃止路線数0件 廃止路線数0件

　路線バス事業者４社へ運行継続支援金として
支給した。R3年度における廃止路線は0であっ
た。
　今後の課題として、コロナ禍の状況が回復せ
ず、路線バス利用者の低迷が続けば、地域の足
としての路線バス運行継続は厳しいものがある
ので、路線バス事業者への運行支援については
継続的な支援を検討する必要である。

30
新型コロナウイルス
ワクチン接種移動
支援事業（高齢者）

介護長寿課

①新型コロナウイルス感染症の重症化リスクが高く、本人による移動手段に欠ける可
能性の高い65歳以上の要介護認定者（要支援１～要介護５）に対して、タクシーチケッ
トを配布することで、新型コロナウイルスワクチンの接種場所への移動支援を行い、ワ
クチン接種率の向上を図る。
②タクシー利用に関する委託料
③65歳以上の要介護認定者

R3.6.1 R4.3.22 1,225,033 - 1,225,033 - - - 
65歳以上の要介護認定者へタクシーチ
ケットを配布

タクシーチケット利用者数1,000人

タクシーチケットにより動機づけられ接種
した数（ｱﾝｹｰﾄ）

タクシーチケット利用者数769人
タクシーチケットにより動機づけられ接種
した数32件（ｱﾝｹｰﾄ）

　タクシーチケット利用件数（実績）769件
　タクシーチケットにより動機づけられ接種した件数は、
アンケート有効回答数94件のうち32件（約３割）であるこ
とを確認した。
　移動手段（送迎者）がない高齢者が、ワクチン接種会
場へ移動することに役立った他、介護タクシーによらな
ければ移動ができない高齢者の経済的負担の軽減に
役立った。
　また、接種後の運転に不安を感じる高齢者にも利用
いただけた。
　本事業によるタクシーチケットの配布により、ワクチン
接種への関心を高め、ワクチン接種率の向上に寄与し
たと思料する。

31

新型コロナウイルス
感染症対策認可外
保育施設保育料助
成事業

保育こども園
課

①認可外保育施設へ登園自粛要請を行った際、登園自粛要請に応じて認可外保育施
設の利用を自粛した保護者に対し、利用料を助成することで、感染拡大の防止を図り
つつ、新型コロナウイルス感染症の影響等を受けた保護者の生活支援に繋げる。
②助成金支給
③認可外保育施設の利用を自粛した保護者

R3.6.1 R4.3.29 10,743,121 - 10,743,121 - - - 登園を自粛した対象世帯への助成金交付
認可外保育所等の園児、職員のコロナ感
染防止が図られ、保護者が安定的に生
活を維持する

登園を自粛した対象世帯への助成率
100％

　申請があった全ての世帯（延べ954名、総額
13,456,561円）へ助成を完了した。
　登園を自粛した対象世帯への助成率100％
　登園自粛した日数に応じて保育料を助成するこ
とで、世帯の生活支援を行うとともに、保護者が
登園自粛に協力的となり、認可外保育園での感
染拡大防止に繋がった。

32 35,079,000 17,539,000 - - - 17,540,000 

33 情報機器整備事業
教育支援セン

ター

①新型コロナウイルス感染症の影響で緊急事態宣言期間が長引き、学校の臨時休校
等の措置も取られる中、感染症対策と子どもたちの健やかな学びの保証を両立するた
め、文部科学省が提唱するGIGAスクール構想に基づき、１人１台端末を活用した学習
活動を円滑かつ継続して取り組めるよう、児童生徒用端末の予備機を兼ねた教員用端
末を整備する。
②備品購入費
③市内小中学校

R3.9.24 R4.1.21 15,309,910 - 15,309,910 - - - 教員用等への端末整備
各学級へ１台の整備100％ 各学級への整備率100％

　各学級への整備率100％を達成。
　児童生徒用端末の予備機を兼ねた教師用端末
を整備したことにより、不測の臨時休校に備え、
オンライン授業等が円滑に実施できる環境を整
えることができた。

34
経営多角化支援事
業

産業政策課

①新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けている地域企業の経営継続におけ
るリスクヘッジを図るため、自社が持つリソースやシーズを活用し、多角化へ取り組む
事業者に対し必要な経費を助成する。
②委託費及び市内事業者資機材調達等経費の補助
③市内事業所等

R3.9.24 R4.3.31 17,887,221 - 17,887,221 - - - 
商品開発及び新規サービス展開に係るハ
ンズオン支援等の実施

新規サービス展開等15件 新規サービス展開等15件

　市内事業者が新商品開発や新たなサービスを
開始する場合の経費について、15件支援し、成
果目標を達成した。
　今後、展開されたサービスや商品などの検証を
適宜実施し、当該事業の効果の追跡を行う。

35
市内事業者広報支
援事業

産業支援課

①新型コロナウィルス感染症流行の影響で、事業運営に深刻な打撃を受けた事業者を
中心にコロナ禍後の経営基盤強化・回復・事業展開を支援するため、各視聴者層へ訴
求できるメディアを活用したPR広報の支援を行う。
②動画制作に係る費用補助、番組制作に係る委託料
③市内事業所

R3.9.24 R4.3.31 11,493,572 - 11,493,572 - - - 
各視聴者層へ訴求できるメディアを活用し
たPR

PR動画等の閲覧数20万回

インターネットラジオ聴者数　8万人

テレビ番組の視聴率7％

PR動画等の閲覧数948,090回

インターネットラジオ聴者数　421,067人

テレビ番組の視聴率8.2％

様々なメディアを活用し、事業者の広報支援を
行ったところ以下の通りの成果となった。

インフルエンサーを活用したPR　動画8本
（YouTube）　　　視聴者数　948,090再生

ラジオ視聴者想定数　421067人

テレビ番組の視聴率　３会放送平均　8.2％
想定視聴者数　280,883人

　すべての媒体で成果目標を達成し、個別ヒアリ
ングでも広報後の事業者の顧客増や、認知度向
上へ一定の成果があった。
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36
農家経営安定化対
策事業 農政課

①まん延防止重点措置期間や緊急事態宣言期間の長期化に伴い、地域の経済活動
はこれまでに類を見ないほど停滞しており、市内農家の経営安定化を図ることを目的と
して、収入保険への加入を促進するため、経費の一部を補助する。
②担い手農家等への経費補助
③市内在住の担い手農家

R3.9.24 R4.3.24 2,800,000 - 2,800,000 - - - 
市内農家を対象とした収入保険加入経費
の補助

担い手農家84戸の収入保険加入 担い手農家28戸の収入保険加入

　市内農家の経営安定化を図ることを目的とし
て、収入保険への加入を促進するため、担い手
農家28戸の収入保険加入を行った。（目標値84
戸）
　台風災害等保険に加入済みの農家への普及
促進がスムーズに図られなかった点が目標値に
届かなかった主な要因であった。
　今回のコロナの影響等、台風以外での収入減
に備える必要性を広く周知し、今後も主に経営が
不安定な新規就農者を対象に収入保険加入を促
していく。

37 感染症予防事業 こども健康課
①新型コロナウイルス感染症拡大予防のため、BCPに係る必要な資器材を購入する。
②感染症予防資機材費
③市内在住者

R3.6.22 R4.3.25 297,000 - 297,000 - - - 感染症対策資器材の購入 庁内でのクラスター発生件数0件 庁内でのクラスター発生件数0件

　アルコールを購入し、各課へ必要に応じて配布
し感染予防に努めることができた。
　成果目標であった庁内でのクラスター発生件数
は０件であった。

38
事業所改装等応援
事業

商工労政課

① 新型コロナウイルス感染症流行期においても安定的に営業を継続できることを目的
に行う、店舗及び移動販売車両等に係る改装工事等、備品整備、テイクアウト容器、消
毒液等に対して、その費用を補助する。
②改装工事、備品整備、消耗品購入に係る経費補助
③中小・小規模事業者

R3.10.13 R4.3.17 26,499,161 - 26,499,161 - - - 対象事業所への補助金交付
補助対象者等へのアンケート実施し、地
域経済の回復に繋がった（80％以上）を
含め、本事業の成果を検証

補助対象者等へのアンケート満足度調査
97％

　満足度目標80％以上に対して、実績97％とな
り、一定の効果あったと考えられる。アンケートの
内容などから、事業自体の周知方法や応募スケ
ジュールについて、改善の余地があると考えられ
るため、コロナ感染状況を踏まえ、今後の支援策
を検討する。

39
ちばりよ～うる
ま！！宿泊事業者
応援給付金

観光振興課

①新型コロナウィルス感染症の影響を受けた市内宿泊施設に対し、事業の継続・再開
につなげるための応援金給付、及び本市でキャンプを行うトップスポーツ団体を受け入
れる宿泊事業者に対し、宿泊費の補助を行う。
②支援金給付
③宿泊事業者

R3.10.13 R4.3.31 22,220,000 - 22,220,000 - - - 
対象事業所への支援金及び補助金の交
付

応援金給付事業者の事業継続率90％以
上

応援金給付事業者の事業継続率90％以
上

【支援金給付】
予定していた宿泊施設145事業者に対し、144事
業者への支援金給付実施により、事業継続の一
助となった。
給付件数：144件
給付総額：18,720,000円
【宿泊費補助】
市内でスポーツ合宿を実施した団体のうち、応募
要件を満たす団体へ補助を行い、市内宿泊事業
者へ補助を行い、事業の継続の一助となること
ができた。
補助数：1件
補助額：3,500,000円

40
県外進学学生応援
うるまエール

産業政策課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、帰省自粛やアルバイト収入減等により学
業継続・生活基盤が不安定となった市内出身の学生に対し本市特産品等を配送するこ
とによりエール（応援・声援）を送る。
②配送に関する委託費
③市内出身の県外学生

R3.10.13 R4.3.31 4,998,510 - 4,998,510 - - - 対象学生への市産品の配送 対象学生への支援率100％ 対象学生への支援率100％

　対象学生に対し、100%支援することができ、利
用者からも好評であった。
　一方で、県内において、アルバイトなどで自らの
学費を捻出しながら学校などに通学している市民
も対象にしてほしい。という意見などもあり、今後
のコロナウイルスの状況なども踏まえ、検討して
いきたい。

41
個に応じた放課後
学習支援事業（小
学校）

学校教育課

①学級閉鎖や学年閉鎖が繰り返され、また濃厚接触者として自宅待機や感染への不
安から登校できない児童生徒がおり、学習の遅れが懸念される中、学習の遅れが顕著
な児童生徒の学習支援を図るため、支援員を配置し放課後を活用して補習を行う。
②学習支援員報酬
③市内在住者

R3.10.13 R4.3.18 1,208,590 - 1,208,590 - - - 
対象児童生徒への放課後を活用した学習
支援の実施

学習支援の成果があったと回答した学校
の割合80％以上

学習支援の成果があったと回答した学校
の割合92％

　前年度同様、学習支援員の希望者が定数に満
たず、当該学校地域住民を任用し実施した。地
域によっては適任者が探せず、配置できない学
校があったが、配置した学校においては、成果が
あるとした回答が、成果指標の目標値を超え、全
体の92.86%となった。
　しかしながら、依然として、人材確保が課題と
なっており、この課題が解決できれば、更なるな
効果が見込まれる。

42
個に応じた放課後
学習支援事業（中
学校）

学校教育課

①学級閉鎖や学年閉鎖が繰り返され、また濃厚接触者として自宅待機や感染への不
安から登校できない児童生徒がおり、学習の遅れが懸念される中、学習の遅れが顕著
な児童生徒の学習支援を図るため、支援員を配置し放課後を活用して補習を行う。
②学習支援員報酬
③市内在住者

R3.10.13 R4.3.18 149,103 - 149,103 - - - 
対象児童生徒への放課後を活用した学習
支援の実施

学習支援の成果があったと回答した学校
の割合80％以上

学習支援の成果があったと回答した学校
の割合100％

　前年度同様、学習支援員の希望者が定数に満
たず、当該学校地域住民を任用し実施した。地
域によっては適任者が探せず、配置できない学
校があったが、配置した学校においては、成果が
あるとした回答が、成果指標の目標値を超え、全
体の100%となった。
　しかしながら、依然として、人材確保が課題と
なっており、この課題が解決できれば、更なるな
効果が見込まれる。

43
うるま市プレミアム
付商品券事業

商工労政課

①新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けている地域経済の活性化を図るた
め、市内事業所等を限定したプレミアム商品券（プレミアム率50％）を販売する
②補助金　（人件費、需用費、通信運搬費、印刷製本費等）
③市内全世帯

R3.10.13 R4.3.30 181,989,186 - 181,989,186 - - - プレミアム付商品券の発行
商品券を利用できる事業所のうち商品券
が利用された事業所の割合100％

商品券を利用できる事業所のうち商品券
が利用された事業所の割合70％

　商品券が利用された事業所の割合は、目標値
100％に対し、利用されてない店舗が30％あっ
た。今後実施する際は、事業内容（周知方法、販
売方法、スケジュール等）についてより効果的な
運用方法を検討する必要がある。
　なお、販売率は100％、換金率（商品券利用率）
は99.53％となった。

44
新生児子育て世帯
応援事業 こども政策課

①新型コロナウイルス感染症拡大により市民生活が影響を受ける中、新生児の子育て
をスタートさせる世帯の家計を応援するため応援金の給付を行う
②支援金の給付
③R4.4.1以降新生児がいる世帯

R3.10.13 R4.3.31 120,991,661 - 65,007,831 - 55,983,830 - 新生児子育て世帯への支援金の給付
給付対象者（母親等）への給付率95％以
上

給付対象者（母親等）への給付率100％

　給付対象者への給付率は目標値を上回り
100％を達成した。また、申請を受けてから2週間
以内の支払いを徹底し、スムーズな給付を行うこ
とができた。


